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・人口：２６４９万人（２０１１年 ネパール政府中央統計局調査）
・面積：１４．７万平方キロメートル（北海道の約１．８倍）
・日本との時差：－３時間１５分
・首都：カトマンズ市
・標高：１，３００ｍ
・気候：４月の平均気温 高２８．２℃、 低１１．７℃

発生日時：平成２７年４月２５日（土）１５時１１分頃（現地時間同日 １１時５６分頃）
震央地名：ガンダキ県ラムジュン郡（首都カトマンズから北西約８０Ｋｍ）
地震の規模：マグニチュード７．８（米国地質調査所（ＵＳＧＳ）の 新の発表）

死 者 ： ８，６９９名（現地時間６月１日１６：００ネパール政府発表）
負傷者：２２，４９８名（同上）
邦人被害状況：６月２日現在、死亡１名（５０代男性）、負傷者１名（５０代女性）。

この他に邦人及び日系企業の重大な被害等には接していない。
全壊家屋：２９９，５８８棟（５月７日１６：３０ネパール政府発表）
一部損壊家屋：２６９，１０９棟（同上）

ネパール連邦民主共和国

地震概要

被害概要

ネパール地震災害における被害の概要等について
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◎４月２６日（日）
１２：００ 成田国際空港集結、結団式
１８：００ 成田国際空港をチャーター便にてバンコクへ出発

◎４月２７日（月）
バンコクからカトマンズへ向けて移動するも、空港混雑のため着陸できず、バンコクへ引き返す。

◎４月２８日（火）～５月６日（水）（活動期間：９日間）
○カトマンズ到着後、捜索・救助活動を実施【主な活動箇所】
■旧王宮（ハヌマン・ドカ）周辺 ■バクタプール及びその北部エリア■サクー■ゴンガブ地区

◎５月７日（木）
○撤収準備、ネパール内務省・外務省、ネパール武装警察、在ネパール大使館等へ帰国報告

◎５月８日（金）
１３：３０（ネパール時間）発、バンコク経由（以後２便に分かれて搭乗）、１便目５月９日６：１０ごろ（日本時間）成田着

２便目５月９日７：４０ごろ（日本時間）成田着
◎５月９日（土）

９：３０～９：４５ 国際緊急援助隊救助チーム解団式
１０：００～１０：１５ 国際消防救助隊解隊式（総務大臣メッセージ参事官代読）

◎６月１２日（金）
総務大臣感謝状及び国際協力功労章贈呈式・消防庁長官表彰式実施

※１ 各国の救助チーム等の捜索・救助活動範囲、撤収時期等は、国連の現地活動調整センター（ＯＳＯＣＣ：Ｏｎ－Ｓｉ
ｔｅ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ Ｃｏｏｄｉｎａｔｉｏｎ Ｃｅｎｔａｒ）において、調整される。

※２ 隊員の健康については、毎日、医療班（医師及び看護師）による問診を受けており、帰国まで良好であった。
※３ ５月３日（日）より、隊員の疲労を考慮し、日替わりで、４個小隊のうち１個小隊を休息日にあてていた。

国際緊急援助隊救助チームの活動概要
【派遣期間：平成２７年４月２６日～５月９日（１４日間）】
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4月28日・29日・30日
旧王宮（ハヌマン・ドガ）周辺

29日ご遺体１体発見

4月29日
バクタプ－ル

震源地：ラムジュン
郡

★首都：カトマン
ズ

5月1日・2日
サク－

5月3日・4日・5日
ゴンガブ地区

ネパール地震災害における国際消防救助隊活動概要

4月30日
空港西側周辺
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ネパール軍司令部
朝のＯＳＯＣＣ会議開催

ネパール武装警察司令部
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 派遣に当たっては、「国際緊急援助隊の派遣に関する法律」に基づき、被災国又は国際
機関からの援助要請に基づき、外務省が関係行政機関と協議を行った上で派遣を行う。

○ 要請から派遣までの流れ
（国際消防救助隊の場合）

○ 国際消防救助隊の位置づけ
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①援助要請

指示

②協議 ③派遣要請 ④派遣

○ 当番表（国際消防救助隊の場合
登録７７消防本部５９９名）

長官が派遣要請した時点の日本時間の日付に当たっている消
防本部が、派遣対象となる。

派遣事務

出動順
位

グルー
プ

第1 第2 第3 第13 第14 第15

日付 1,2 3,4 5,6 25,26 27,28 29,30,31

第１順位

東京 東京 東京 … 東京 東京 東京

静岡 札幌 福岡 さいたま 新潟 大阪

札幌 福岡 広島 … 浜松 大阪 岡山

横須賀 船橋
茨城西
南

川越 市原 熊本

八戸 長野 徳島 … 秋田 宇都宮 金沢

鹿児島 奈良 上越 高崎
守口・門

真
松山

いわき 前橋 宮崎 … 富山 水戸 新潟

第２順位

岡山 いわき 前橋 堺 浜松 静岡

松山 鹿児島 奈良 … 水戸 高崎
守口・門

真

金沢 八戸 長野 下関 秋田 宇都宮

熊本 横須賀 船橋 … 姫路 川越 市原

外務省
ＪＩＣＡ

国際緊急援助隊の概要
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日本の緊急援助隊の構成について

団長 １人
外務省

小隊 １０人

自治体消防、都
道府県警察、海
上保安庁の混

成部隊

中隊長サポート １人
東京消防庁

副団長 ４人
警察庁、消防庁、海上保安庁、JICA

医療班 ５人
医師、看護師等

構造評価 ２人 民間の設計士
業務調整員 ７人 JICA
通信担当 ２人 警視庁

中隊長 １人
東京消防庁

中隊長 １人
警視庁

中隊長サポート １人
警視庁

救助犬
チーム
５人

警視庁

総勢７０人
うち、消防関係者（１７人）
【ネパール地震災害の場合】
副団長 総務省消防庁
中隊長 東京消防庁
中隊長サポート 東京消防庁
隊員 東京消防庁 ４人

さいたま市消防局 ３人
浜松市消防局 ３人
川越地区消防局 １人
秋田市消防本部 １人
高崎市等広域消防局 １人
富山市消防局 １人

小隊 １０人

自治体消防、都
道府県警察、海
上保安庁の混

成部隊

小隊 １０人

自治体消防、都
道府県警察、海
上保安庁の混

成部隊

小隊 １０人

自治体消防、都
道府県警察、海
上保安庁の混

成部隊
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これまでの派遣の実績

１

1 1986年
カメルーン共和国（有毒ガス噴
出）

2 1986年 エル・サルバドル共和国（地震）

3 1990年 イランイスラム共和国（地震）

4 1990年 フィリピン共和国（地震）

5 1991年
バングラディッシュ人民共和国
（サイクロン）

6 1993年 マレーシア（ビル倒壊）

7 1996年
エジプト・アラブ共和国（ビル倒
壊）

8 1997年 インドネシア共和国（森林火災）

9 1999年 コロンビア共和国（地震）

10 1999年 トルコ共和国（地震）

11 1999年 台湾（地震）

12 2003年
アルジェリア民主人民共和国
（地震）

13 2004年 モロッコ王国（地震）

14 2004年 タイ王国（地震）

15 2005年
パキスタン・イスラム共和国（地
震）

16 2008年 中華人民共和国（地震）

17 2009年 インドネシア共和国（地震）

18 2011年 ニュージーランド（地震）

19 2015年 ネパール（地震）
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国際緊急援助隊（国際消防救助隊）

6


	表紙
	270611（資料４）ネパールＩＲＴ



